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報道関係者 各位 

 

平成29年愛知の労働災害発生状況（6月末速報） 
死 亡 災 害 が 前 年 よ り 8 人 （ 7 2.7％ ） 増 加 

 
愛知労働局（局長 木暮 康二）は、平成 29年 6月末（速報値）の県内の労働災

害発生状況をまとめました。 

 
 

 

  

平成29年７月27日 

【照会先】 

愛知労働局労働基準部安全課  

安 全 課 長  三好 了 

主任安全専門官  阪野 英之 

直通電話 052-972-0255 

１ 労働災害発生状況 

（１）死傷災害 

死傷災害の発生件数 2,560人（対前年同期比145人（6.0％）増加） 

うち 製造業 742人（対前年同期比25人（3.3％）減少） 

最も多い事故の型は、はさまれ・巻き込まれ 191人（製造業全体に占め

る割合は25.7％。対前年同期比31人（14.0％）減少） 

建設業 260人（対前年同期比23人（9.7％）増加） 

最も多い事故の型は、墜落・転落81人（建設業全体に占める割合は31.2％。 

対前年同期比2人（2.5％）増加） 

陸上貨物運送事業 394人（対前年同期比72人（22.4％）増加） 

最も多い事故の型は、墜落・転落 107人（陸上貨物運送事業全体に占め

る割合は27.2％。対前年同期比12人（12.6％）増加） 

小売業 304人（対前年同期比29人（10.5％）増加） 

最も多い事故の型は、転倒113人（小売業全体に占める割合は37.2％。

対前年同期比32人（39.5％）増加） 

 

厚生労働省愛知労働局 Press Release 

  死傷者数（４日以上の休業を伴う災害及び死亡災害）は2，560人。対前年同期比145
人（6.0％）増加。 

  そのうち死亡者数は19人。対前年同期比8人（72.7％）増加。 

  社会福祉施設等を除き、ほぼ全ての業種において労働災害が増加している。 
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  （２）死亡災害 

死亡災害の発生件数 19人（対前年同期比8人（72.7％）増加） 

うち 製造業 7人（対前年同期比4人 増加） 

事故の型は、はさまれ・巻き込まれ2人が1番多く、墜落・転落1人、激

突1人、飛来・落下1人、激突され1人、火災1人 

建設業 7人（対前年同期比6人 増加） 

事故の型は、はさまれ・巻き込まれ2人が1番多く、墜落・転落1人、転

倒1人、飛来・落下1人、崩壊・倒壊1人、交通事故1人 

陸上貨物運送事業 2人（対前年同期比 死亡災害なし） 

事故の型は、はさまれ・巻き込まれ1人、交通事故1人 

（３）死傷災害の特徴等 

① 社会福祉施設を除き、建設業、陸上貨物運送事業、小売業、清掃・と畜業、飲食店な

どほぼ全業種において増加している。 

・業種別にみると前年と比べ労働災害が著しく増加しているのは、陸上貨物運送事業

394人（対前年同期比72人（22.4％）増加）で、次いで小売業304人（対前年同期

比29人（10.5％）増加）、建設業260人（対前年同期比23人（9.7％）増加）である。 

・製造業については、災害そのものは減少しているものの、死亡災害が7人と前年と

比べ4人増加しており、休業災害は735人と全体の約3割を占めている。事故の型

別にみるとはさまれ・巻き込まれによる災害は 191人と減少（対前年同期比 31人

（14％）減少）しているものの、動作の反動・無理な動作による災害は63人と増加

（対前年比27人（75％）増加）している。また、製造業で最も多いはさまれ・巻き

込まれ災害のうち動力機械によるものは約6割を占める状況である。 

② 休業２ヶ月以上の休業災害は減少。 

・休業２ヶ月以上が見込まれる休業災害は、537人と対前年同期比9人（1.6％）減

少している。 

・業種別にみると製造業が138人（占める割合25.7％）対前年同期比22人（13.8％）

減少したが最も多く、次いで陸上貨物運送事業が99人（占める割合18.4％）対前

年同期比19人（23.8％）増加となっている。 

③ 事故の型別で転倒災害が最も多い。 

    ・全産業における事故の型別をみると、転倒が585人（占める割合22.9％）と最も

多く、次いで墜落・転落が434人（占める割合17.0％）となっている。特に第三次

産業（小売業、社会福祉施設、飲食店）においては、転倒の占める割合が33.3％（173

人）と他の業種より10％ほど多い。 
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  また、前年同期と比べ労働災害が著しく増加しているのは、動作の反動・無理な

動作247人（対前年同期比60人増加）、転倒585人（対前年同期比57人増加）で

あり、この2つで増加件数の多くを占めている。（対前年同期比145人増のうち117

人（80.6％）） 

  ④ 中毒災害の発生 

       ・平成29年1月以降、農水管の塗装工事において使用していた塗料による有機溶

剤中毒で3人被災（うち1人死亡（事業主）、2人休業）、解体工事現場において使

用していた内燃機関による一酸化炭素中毒で1人休業、清掃作業において使用して

いた内燃機関による一酸化炭素中毒で5人被災（うち3人休業）、食堂において使

用していたガス給湯器による一酸化炭素中毒で5人休業など、休業であっても生命

に重大な影響を与えかねない災害が発生している。中毒災害4件で、対前年同期比

1件減少しているものの、被災労働者は13人で8人増加している。 

 

２ 愛知労働局の今後の取組 

（１） 平成25年から５カ年で推進している「第12次労働災害防止推進計画」（注）に基

づき、平成 29年は計画の最終年であることから、引き続き計画目標の達成に向けて積

極的に労働災害防止対策を実施することとしている。 

＜愛知局独自の取組み＞ 

①「論理的な安全衛生管理」の考え方を推奨し、普及定着を図る。 

具体的には、災害発生プロセスに基づき検証を行うことで、どこまでリス

ク低減が図れるかを論理的に考え、より安全が図れる方策により、着実なリ

スク低減のための措置を講じるもの。 

平成28年4月から休業2ヶ月以上の労働災害を発生させた事業場等に対し

て、災害発生プロセスに基づき検証させるため「労働災害検証結果等報告書」

を交付し「論理的な安全衛生管理」の考え方の定着を図っている。 

② 高所等からの墜落・転落災害、機械によるはさまれ・巻き込まれ災害など重

篤度の高い労働災害が多発している製造業や建設業について重点的に指導す

る。 

  ＊ 建設工事に関し、民間発注の施主に対して、建築確認を行う自治体及び

確認検査機関を通じて個別にリーフレットを用いて仮設経費の適正な見積

など要請を行っている。 
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③ 陸上貨物運送事業については、荷役作業において多発している５大災害（①

墜落・転落、②荷崩れ、③フォークリフト使用時の事故、④無人暴走、⑤トラ

ック後退時の事故）の防止に重点を置き、リーフレット「重大な労働災害を防

ぐためには」を活用して荷主事業者及び運送事業者に対して指導する。 

（２） 全業種について転倒災害防止のために４Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔）をはじめと

し、転倒要因を排除するようサービス業など労働災害の発生頻度の低い事業場にも広

く周知啓発する。（「STOP転倒災害プロジェクト」） 

（３） 第三次産業（小売業、社会福祉施設、飲食店）については、店舗・施設に安全衛生

担当者がいないなど安全衛生管理体制がぜい弱であることから、企業単位で経営トッ

プに対して、企業全体の労働災害防止計画の作成、全社的な安全衛生活動の取組を指

導する。（「働く人に安全で安心な店舗・施設作り推進運動」を強力に展開） 

（４） 交通労働災害による死亡災害等が発生していることから、陸上貨物運送事業のみな

らずあらゆる業種に対して、愛知労働局で作成したリーフレット「交通労働災害防止

のためのガイドライン」を活用して交通労働災害防止の取組みを推進する。 

（５） 保健衛生業を中心に腰痛予防指針に基づき、集団指導、個別指導において腰痛予防

対策の指導を行うこととしている。なお、社会福祉施設に関しては、腰痛、転倒災害

防止について自治体と連携の上、監査の際に監査担当者からパンフレットを配布し、

対策を周知する。また、８月下旬に愛知県、名古屋市主催による指定事業者講習会の

場において、当局担当から災害防止対策について周知指導する予定。（対象8,000人）。 

（６） 中毒による死亡又は複数の労働者が同時に被災する例が発生していることから、

化学物質取のリスクアセスメントの実施、安全衛生教育について引き続き指導する。

全国労働衛生週間（10月 1日～7日）に向けて化学物質等による災害防止を広く周

知啓発する。 
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（注）「第12次労働災害防止推進計画」の概要 

【計画の期間】 

    平成25年度を初年度とした５カ年計画とする。 

【計画の目標】 

① 死亡者数について、平成29年において、40人を下回ること 

② 死傷者数について、平成29年において、平成24年と比較して15％以上減少させること（5,433

人以下） 

【重点業種対策】 

 ① 重篤度の高い労働災害減少のための重点業種対策 

  ・製造業 

  ・建設業 

 ② 労働災害件数減少のための重点業種対策 

  ・陸上貨物運送事業 

  ・第三次産業 
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陸上貨物運送事業における主な災害事例（休業災害） 

 

 

はさまれ・巻き込まれ災害 

作業終了後の片付け作業で、荷物が入ったコンテナを引いた際に、思っていた

よりキャスターの転がりがよかったため、斜め後ろにあったコンテナとの間に

手を挟まれた。（打撲傷 休業見込1週間） 

トラックのあおりのフックを外した状態であったため、強風の影響であおりが

倒れて指を挟んだ。（骨折 休業見込2か月） 

フォークリフトを停車して荷物の整理作業を行っていたが、サイドブレーキが

甘く、フォークリフトが動き出してしまい荷物とフォークリフトの間に挟まれ

た。（打撲傷 休業見込1か月） 

 

墜落・転落災害  転倒災害 

トラックの荷台から、後ろ向きに荷物を持って降りようとしたところ、ステップ

に足を乗せたつもりが、踏み外してしまい、地面に落ちた。 

     （打撲傷 休業見込1か月） 

トラックの荷台の積荷の整理をしようと、ウイングを開けて、荷台にあがろうと

してあおりに足をかけて上ったところ、バランスを崩して背面から転落した。   

（骨折 休業見込1週間） 

フォークリフトで、空のコンテナをトラックの荷台から下ろす作業中、その隣の

コンテナも一緒に動き出したため、フォークリフトから降りてそのコンテナを手

で押したところ、傾きだしたのでとっさに避けようとしたものの、転倒した。  

（骨折 休業見込1か月） 
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平成 29年愛知の労働災害発生状況 
（6月末速報） 

愛 知 労 働 局 

１ 死亡災害の発生状況 
平成２９年６月末の愛知県内における死亡災害は１９人（速報値）である。 
前年同期比８人の増加となっている。 

  
 
平成２９年６月末の死亡災害について、業種別で前年同期と比較すると、製造業が３人か

ら７人、建設業が１人から７人と増加し、陸上貨物運送事業が２人発生した（前年同期はな

し）。これら３業種で死亡災害の８４％を占めている。       

 
 
 
 

 
 
 
 

業種 死亡者数 

製造業 ７ 

建設業 7 

陸上貨物運送事業 2 

上記以外の産業 3 

合  計 19 

＜参 考＞ 

※各年の死亡者数は 6月末の発生件数 

20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年
全産業 26 19 19 23 21 20 25 15 11 19
製造業 8 3 5 6 6 6 8 3 3 7
建設業 5 6 3 4 8 7 7 5 1 7
陸上貨物運送事業 4 5 6 4 2 3 2 2 0 2
小売業 1 1 0 2 0 2 2 1 1 0

0

5

10

15

20

25

30
業種別死亡災害の推移
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平成29年 年齢別死亡災害発生状況

 
２ 死亡災害の特徴 

2-1  事故の型別の発生状況 
平成２９年６月末の死亡災害を事故の型別でみると、はさまれ・巻き込まれで５人、墜落・

転落で３人 、飛来・落下で３人、交通事故で３人となっており、この４つの型で７４％を占
めている。            

前年同期と比較すると飛来・落下災害で１人から３人、はさまれ・巻き込まれ災害は、４

人から５人、交通事故災害は２人から３人と増加となった。 
 
 

 
 

2-2  年齢別の発生状況 
平成２９年６月末の死亡災害を被災者の年齢別にみると、１０歳代で１人、２０歳代で３

人、３０歳代で２人、４０歳代で２人、５０歳代で３人、６０歳以上で８人と発生している。 
５０歳以上が５８％を占めている。          

 
 
 
 
 

 
 

 

事故の型 死亡者数 

はさまれ・巻き込まれ 5 

墜落・転落 3 

飛来・落下 3 

交通事故 3 

転倒 1 

激突 1 

崩壊・倒壊 1 

激突され 1 

火災 1 

合  計 19 

年齢 死亡者数 

～１９歳 １ 

２０～２９歳 ３ 

３０～３９歳 ２ 

４０～４９歳 ２ 

５０～５９歳 ３ 

６０歳以上 ８ 

合  計 １９ 
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2-3  事業場規模別の発生状況 
平成２９年６月末の死亡災害を事業場の規模別にみると、９人以下が１６人、１０人以上

２９人以下が１人となっており、３０人未満の小規模事業場で８９％を占めている。 
 

 
 
 

 
 
 
 

2-4  経験年数別の発生状況 
平成２９年６月末の死亡災害を被災者の経験年数別にみると、１年以上５年未満が６人、

５年以上１０年未満が２人、１０年以上１５年未満が３人、１５年以上２０年未満が２人、

２０年以上が６人であり経験年数１０年以上の発生率が５８％を占めている。 
                     

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
   

事業場規模 死亡者数 

～９人 １６ 

１０～２９人 １ 

３０～４９人 ０ 

５０～９９人 １ 

１００～２９９人 １ 

３００人～ ０ 

合  計 １９ 

経験年数 死亡者数 

1年未満 ０ 

1年以上5年未満 ６ 

5年以上10年未満 ２ 

10年以上15年未満 ３ 

15年以上20年未満 ２ 

20年以上 ６ 

合  計 １９ 

1年以上5年未
満, 6, 32%

5年以上10年
未満, 2, 10%

10年以上15年
未満, 3, 16%

15年以上20年
未満, 2, 10%

20年以上, 6, 
32%

平成29年 経験年数別死亡災害発生状況
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2-5  月別の発生状況 
  平成２９年６月末の死亡災害を月別にみると、３月が７人と多発した。 

 
３ 労働災害による死傷者数の発生状況 

 平成２９年６月末の愛知県内における労働災害による死傷者数（休業４日以上）は、２，５

６０人であった。労働災害による死傷者数は、死亡災害、休業災害ともに増加となり、平成２

９年は対前年１４５人の増加となった。 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月
１０

月

１１

月

１２

月

27年確定値 2 1 4 3 6 4 7 7 8 3 1 2
28年確定値 3 3 4 4 5 0 6 2 1 7 4 4
29年6月末 4 2 7 2 2 2 0 0 0 0 0 0

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

発生月別発生状況

２１

年

２２

年

２３

年

２４

年

２５

年

２６

年

２７

年

２８

年

２９

年

製造業 812 849 795 874 766 792 750 767 742
建設業 283 278 250 267 316 284 275 237 260
陸上貨物運送事業 320 325 365 373 349 346 348 322 394
小売業 246 258 260 272 244 318 244 275 304
全産業 2468 2536 2448 2610 2534 2560 2406 2415 2560
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業種別死傷災害発生の推移
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４ 死傷災害の特徴 
4-1 業種別の発生状況 

 製造業が７４２人と最も多く、災害発生件数全体の２９％を占めている。次いで、陸上貨

物運送事業が３９４人（１５％）、小売業が３０４人（１２％）、建設業が２６０人（１０％）

の順になっている。                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-2 事故の型別の発生状況 

 転倒が５８５人（２３％）、墜落・転落が４３４人（１７％）、はさまれ・巻き込まれが３

７３人（１５％）、と３つの型で５４％を占めている。               

  
 

 

 

 

業種 死傷者数 

製造業 742 

建設業 260 

陸上貨物運送事業 394 

小売業 304 

上記以外の産業 860 

合計 2560 

事故の型 死傷者数 

墜落・転落 434 

転倒 585 

激突 202 

飛来・落下 144 

崩壊・倒壊 36 

激突され 124 

挟まれ・巻き込まれ 373 

切れ・こすれ 165 

高温・低温の物との接触 48 

交通事故（道路） 162 

動作の反動 247 

その他 40 

合計 2560 

製造業, 742, 
29%

建設業, 260, 
10%

陸上貨物運

送事業, 394, 
15%

小売業, 304, 
12%

上記以外の

産業, 860, 
34%

平成29年 業種別死傷災害発生状況

墜落・転落, 
434, 17%

転倒, 585, 
23%

激突, 
202, 
8%

飛来・落下, 
144, 6%

崩壊・倒

壊, 36, 1%

激突され, 
124, 5%

挟まれ・巻

き込まれ, 
373, 15%

切れ・こす

れ, 165, 6%

高温・低

温の物と

の接触, 
48, 2%

交通事

故（道

路）, 
162, 
6%

動作の反

動, 247, 
10%

その他, 40, 
1%

平成29年 事故の型別死傷災害発生状況
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～9人, 464, 
18%

10～29人, 
671, 26%

30～49人, 
400, 16%

50～99人, 
385, 15%

100～299
人, 394, 

15%

300人～, 
246, 10%

平成29年事業場規模別死傷災害発生状況

～１９歳, 51, 
2%

２０～２９歳, 
294, 11%

３０～３９歳, 
357, 14%

４０～４９歳, 
610, 24%

５０～５９歳, 
603, 24%

６０歳以上, 
645, 25%

平成29年 年齢別死傷災害発生状況

4-3 年齢別の発生状況 

 ６０歳以上が６４５人（２５％）、４０歳代が６１０人（２４％）、５０歳代が６０３人（２

４％）と４０歳以上で７３％を占めている。 
  

 
 
 
 

 
 

 
                           

4-4 事業場規模別の発生状況 

 規模１０人～２９人の事業場が６７１人（２６％）、規模９人以下の事業場が４６４人（１

８％）と３０人未満の小規模事業場が、４４％を占めている。       
 

 
 
 
 

 
 
 

 

年齢 死傷者数 

～１９歳 51 

２０～２９歳 294 

３０～３９歳 357 

４０～４９歳 610 

５０～５９歳 603 

６０歳以上 645 

合計 2560 

事業場規模 死傷者数 

～9人 464 

10～29人 671 

30～49人 400 

50～99人 385 

100～299人 394 

300人～ 246 

合計 2560 
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4-5 休業日数別の発生状況 
 休業１ヶ月未満が１,３０３人（５１％）、休業1ヶ月以上2ヶ月未満が７０１人（２７％）、

休業2ヶ月以上が５５６人（２２％）となっている。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

4-6 業種別・事故の型別の発生状況 
 業種ごとに事故の型別にみると、製造業では、はさまれ・巻き込まれ（製造業の災害２

６％を占める。以下同じ。）が、建設業では墜落・転落災害（３１％）が、陸上貨物運送事

業では墜落・転落（２７％）が、小売業では転倒（３７％）が、社会福祉施設では転倒、

動作の反動（３０％）が、飲食店では転倒（２６％）が最も多く発生した。  

                           

休業日数 死傷者数 

1ヶ月未満 1303 

1ヶ月以上2ヶ月未満 701 

2ヶ月以上3ヶ月未満 290 

3ヶ月以上4ヶ月未満 184 

4ヶ月以上 82 

合計 2560 

1ヶ月未満, 
1303, 51%1ヶ月以上

2ヶ月未満, 
701, 28%

2ヶ月以上
3ヶ月未満, 
290, 11%

3ヶ月以上
4ヶ月未満, 

184, 7%

4ヶ月以上, 
82, 3%

平成29年 休業日数別死傷災害発生状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

飲食店

社会保健施設

小売業

陸上貨物運送事業

建設業

製造業

業種別事故の型別死傷災害発生状況

墜落・転落 転倒 激突
飛来・落下 激突され はさまれ・巻き込まれ
切れ・こすれ 高温物等との接触 交通事故
動作の反動 その他


